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2025/10/31 デジタル庁 戦略・組織グループ 調達支援・改革担当
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はじめに

平素より格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。

この度は、デジタル庁「情報システム調達におけるアジャイル開発やオープンソース化等に係る調査等業務（以降、本業
務）」のアジャイル開発に関する有識者検討会（以降、有識者検討会）への参加をご快諾いただき、誠にありがとうご
ざいます。

有識者検討会においては、令和６年度にデジタル庁が実施した諸外国政府等によるオープンソース化・OSS利活用の
取組及びアジャイル開発に関する調査の結果を基に、有識者の皆様よりいただいた御意見等を踏まえ、アジャイル開発を
採用することが効果的なプロジェクトを判断するための基準等について検討を進めることを予定しております。

有識者検討会の議論にあたり、有識者の皆様の深いご知見を賜りますよう、謹んでお願い申し上げます。

何卒、ご協力の程、よろしくお願い申し上げます。
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有識者検討会（第1回）の目的

本会議の目的

• 有識者検討会の前提となる「令和７年度 情報システム調達におけるアジャイ
ル開発やオープンソース化等に係る調査等業務（以降、本業務）」の概要を
ご理解いただき、有識者の皆様、デジタル庁、PwCの足並みを揃えること

• 有識者検討会の概要や運営方針について有識者の皆様にご理解いただくこと

• 有識者検討会（第2回）における論点とアジェンダの事前共有を行うこと

有識者検討会（第1回）（以降、本会議）では、以下3点を目的としております。
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１．令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル
開発やオープンソース化等に係る調査等業務について



6

1-1. デジタル庁が描く情報システム調達の目指すべき姿

令和５年２月６日に開催したデジタル庁情報システム調達改革検討会での検討を踏まえた最終報告書に
記載の「情報システム調達として目指すべき姿」の実現に向けて、現在デジタル庁では５つの施策の
方向性（①～⑤）の取り組みを進めています。
本業務は、５つの施策の方向性のうち、「①機動的・柔軟な調達手続きの改善」に関連するものです。

情報システム調達の目指すべき姿※

本業務に関連する
施策の方向性

※ デジタル庁情報システム調達改革検討会 最終報告書（簡易版） より引用

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/acef2a94-c391-4f5c-a804-d62bc4b987ae/391e46e0/20230310_meeting_procurement_reform_report_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/acef2a94-c391-4f5c-a804-d62bc4b987ae/391e46e0/20230310_meeting_procurement_reform_report_01.pdf
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「①機動的・柔軟な調達手続きの改善」に関する課題である「アジャイル開発の利用環境整備」を解決
するために、本業務ではアジャイル開発を採用することが効果的なプロジェクトを判断するための基準
等に関する検討を進めることとなっています。

1-2. 本業務の目的・効果

※ 令和６年度デジタル庁情報システム調達改革のフォローアップ及び今後の方向性 より引用

5つの施策の方向性に関する主な課題と今後の取組※

「①機動的・柔軟な調達手続きの改善」の課題として挙げられ
ている「アジャイル開発の利用環境整備」を実現するためには
「アジャイル開発を採用する際に必要な留意点等の策定検討や
官民の調達事例の共有」といった取組が有用であると記載。

本業務の目的・効果

目的

令和６年度に実施した、諸外国政府等によるオープンソース
化・OSS利活用の取組及びアジャイル開発に関する調査結果を
基に、それぞれの専門的知識・経験を有する有識者の御意見等
を踏まえ、我が国における情報システム調達に係るオープン
ソース化・OSS利活用に向けた基本的な方針や、アジャイル開
発を採用することが効果的なプロジェクトを判断するための基
準等について検討を進めるため

効果

 政府のアジャイルを導入すべきプロジェクト
の見極め基準を明確化できる

 アジャイル導入時の留意点、リスク管理、
成果の評価方法を整備できる

 官公庁内でオープンソース化のポリシーを
整備できる

 政府がOSSをどう活用し、どのように公開・
管理するかの方針を策定できる

 オープンソース化・OSSを活用する際の人材、
スキル、組織体制を整理できる

アジャイル
開発

オープン
ソース

・
OSS

本業務の内容は次頁に記載

本業務の対象

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/acef2a94-c391-4f5c-a804-d62bc4b987ae/e0dfb6a7/20250728_meeting_procurement_reform_follow-up_01.pdf
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有識者検討会の中で有識者から出たご意見等を踏まえ、「アジャイル開発の採用推進に関するロード
マップ（案）」と「アジャイル開発の採用基準（案）」の作成を実施いたします。

1-3. 有識者検討会のゴール

（以降省略）

アジャイル開発の採用推進に
関するロードマップ（案）

アジャイル開発の採用基準（案）

本業務の成果物

有識者検討会資料（案）（本書）
等

デジタル庁内向けのアジャイル開
発採用基準 研修資料（案）

本業務の内容

アジャイル開発におけ
る推進方針の検討

アジャイル開発の採用
基準検討・整備

アジャイル開発に
おける有識者検討会
（有識者検討会）
の運営支援

令和7年度 情報システム調達におけ
るアジャイル開発やオープンソース
化等に係る調査業務等（本業務）

アジャイル開発の採用推進に
関する検討支援業務

オープンソース化・OSS 利活用
の推進に関する検討支援業務

有識者のご意見を
通じて左記３点の
成果物を作成すること

有識者検討会の
ゴール

３点の成果物の詳細を次頁に記載



作成中
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1-4. 「アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）」と「アジャイル開発の採用基準（案）」の目的・内容・イメージ

有識者検討会に関連する成果物の目的、内容、イメージは以下に示しております。

アジャイル開発の採用
推進に関するロード
マップ（案）

アジャイル開発の採用
基準（案）

デジタル庁内向けのア
ジャイル開発採用基準 
研修資料（案）

デジタル庁としてシステム調達/
開発時にアジャイル開発を選択肢
の１つとして採用可能な環境を
整備するために、どのような取り
組みをすればよいかという指針を
明確に示すため

デジタル庁職員がアジャイル
開発を実施するにあたり、
アジャイル開発案件の調達時・実
行時・終了時における留意点を
理解し、アジャイル開発案件の
遂行をする際の指針とするため

（検討中）

• 2026年から2029年までの年度単
位での施策の方針とマイルストーン

• 本業務で作成する成果物の改版・
改善に関する方針

成果物イメージ本業務の成果物 成果物の目的 成果物の内容

• アジャイル開発開始に向けた庁内
プロセス

• アジャイル開発の概要説明
• アジャイル開発案件の調達時・
実行時・終了時における留意点

• アジャイル開発採用を推奨できる
状態か否かのチェック

（検討中）



10※1 有識者検討会のアジェンダは議論の方向性等により今後変更される可能性があります。
※2 アジャイル開発の採用基準（案）、アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）、デジタル庁向けのアジャイル開発採用基準 研修資料（案）を指します。

1-5. 有識者検討会のアジェンダ案

有識者検討会は令和８年２月までの全８回を予定しております。各回のアジェンダは記載の通りです。

回次 タイトル アジェンダ案※1日時

第1回
昨年度の振り返りと今年度のゴー
ル設定と有識者検討会の位置づけ
の確認

• 令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル開発やオープンソース化等に係る調査等業務について
• 有識者検討会について
• 今後の論点の確認
• 今後のスケジュール

10/31(金)
15:00~16:00

第2回 官公庁特有の制約事項とアジャイ
ル推進のロードマップ

• 官公庁特有の制約(予算、品質保証、意思決定等)の洗い出し
• アジャイルとウォーターフォールのハイブリッド開発実践のリスクとその対策
• 官公庁でアジャイル推進していくためのロードマップ案

11/7(金)
13:00~15:00

第3回 アジャイルに適した契約形態、調
達形式

• 諸外国で主流となっているタイムアンドマテリアル契約を導入するうえでの留意点
• アジャイルに適合した調達形式、調達時におけるポイント
• 「アジャイルに適した契約形態、見積もりの方法」の必須と推奨のチェック項目

11/26(水)
15:00~17:00

第4回 アジャイル開発チームを支える組
織運営

• 柔軟な予算管理プロセスの実現に向けて取り組むべき事項
• 各スクラムチームを支援するアジャイル推進チーム組成の必要性について
• 「アジャイル開発チームを支える組織運営」の必須と推奨のチェック項目

12月第1週～
第2週頃

第5回 アジャイル開発を実行するチーム
の構築

• プロダクトオーナーの選定基準
• プロダクトオーナーの人材育成施策
• 「アジャイル開発を実行するチームの構築」の必須と推奨のチェック項目

12月第3週～
第4週頃

第6回 プロジェクトの評価
• プロジェクト実行中における開発チームの成果に対する評価
• プロジェクト終了時の検収・評価
• アジャイルプロジェクトで得た学びを組織に蓄積するための仕組みづくり

1月第2週～
第3週頃

第7回 プロジェクト管理方法(品質、コ
スト、スケジュール、スコープ)

• 開発開始までに事前準備すべき事項
• アジャイルなプロジェクトにおけるQCDの管理方法(完成の定義を作成するうえでの留意点)
• アジャイルなプロジェクトにおける監査の方針

1月第4週～
第5週頃

第8回 成果物※2初版とロードマップの策
定

• 各成果物※2の最終案提示と承認
• 成果物※2の展開にあたり、実施体制とフォローアップ体制の確認
• デジタル庁内でアジャイルを適用するパイロット案件の選定

2月第1週～
第2週頃

今
回
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２．有識者検討会について



12

有識者検討会の運営方針を以下に示します。

2-1. 有識者検討会の運営方針

運営形式 オンライン会議（Microsoft Teams）
※デジタル庁、PwCの一部メンバーはPwC 東京オフィスよりオンラインで参加させていただきます。

運営方針

運営イメージ 運営イメージの詳細はp.15に記載。

関連資料
以下の資料を使用する想定。
• 事務局提出資料（本資料）
• 議事次第
• 有識者検討会の開催について

詳細



有識者検討会における役割は以下のとおりです。

2-2. 有識者検討会における役割

※アジャイル開発の採用基準（案）、アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）、デジタル庁向けのアジャイル開発採用基準 研修資料（案）を指します。

デジタル庁
戦略・組織グループ
調達支援・改革担当

オブザーバー

PwCコンサルティング
合同会社 事務局

検討会有識者委員
（座長・委員）

座長

委員

検討会アドバイザー アドバイザー

• 有識者検討会の中で導かれた結論を踏まえ成果物※への反映方針を決定する

• デジタル庁と相談のうえ論点と仮説の設定を行い、有識者検討会で提示する
• 事務局として、必要資料の作成や事前アンケート作成、有識者検討会内の

時間管理等を実施する

• 専門性と経験を活かし、PwCが提示した論点と仮説に対して意見を述べる
• 有識者間の議論においてファシリテーションを円滑に行う
• 議論が紛糾した際は、デジタル庁と協議の上、論点に対する結論だしを行う

• 専門性と経験を活かし、PwCが提示した論点と仮説に対して意見を述べる

説明

• 専門性と経験を活かし、デジタル庁での知見も踏まえ、PwCが提示した論点
と仮説に対して意見を述べる

参加者 役割

参加者の
詳細は
次頁に記載

13
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有識者検討会の検討会有識者委員と検討会アドバイザーは以下の通りです。

2-3. 検討会有識者委員と検討会アドバイザーのご紹介

有識者（敬称略）

狩野 英司

杉井 正克

佐野 友則

岡島 幸男

木村 康紀

役割

座長

委員

アドバイザー

所属団体・役職

•立命館アジア太平洋大学 サステイナビリティ観光学部 准教授

• プラス株式会社 デジタル統括部門アジャイル戦略部 部長

•株式会社 永和システムマネジメント 取締役
• Agile Studio ディレクター
•福井県 DX推進アドバイザー（CDO補佐官）

•一般財団法人GovTech東京 シニアエキスパート

•デジタル庁 政策・法務ユニット 法務スペシャリスト
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有識者検討会では、多様な視点と専門性をもつ有識者が出席されることから、議論が過度に発散する
懸念があります。そのため、各検討会のアジェンダに対する論点と仮説案をPwCとデジタル庁によって
検討し、論点に沿って有識者に議論いただくことで限られた時間内での見解の導出を目指します。

2-4. 有識者検討会の運営イメージ

有識者検討会の運営イメージ

事前準備 有識者検討会当日 最大120分を想定 事後対応

座長

オブザーバー

事務局

委員

アドバイザー

論点と
仮説の
検討 前日の12:00

迄に有識者へ
メールで展開

有識者
検討会
資料を
確認

有識者間で
与えられた
論点と仮説
について
議論※

※議論の
ファシリテー
ションは座長

が実施

有識者
検討会資料

の作成&修正

有識者
検討会資料

論点と
仮説の
共有

成果物
※への
反映

成果物※に
対する修正方針

の検討

修正方針の
承認

前回の
有識者検討会
サマリの共有

次回日程・
議題共有

15分 5分

25分

5分
成果物※

有識者
検討会資料
のレビュー事前

アンケート
依頼

事前
アンケート
への回答

凡例 有識者対応事項

ポイント①

ポイント②

ポイント③
有識者検討会の議題に
よっては、事前アンケート
等を実施し、有識者の意見
の早期収集を行う。

ポイント①

議論の過度な発散を防止す
るために、デジタル庁と
PwCで事前に有識者検討会
で議論すべきポイント
（論点）と想定される結論
（仮説）を検討しておく。

ポイント②

１回の有識者検討会の中で
なるべく多くの論点に係る
議論を実施するために
1セット30分を計3セット
実施することを想定。

ポイント③

議論結果まとめ

※アジャイル開発の採用基準（案）、アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）、デジタル庁向けのアジャイル開発採用基準 研修資料（案）を指します。

※必要に応じて、ご発言
内容の趣旨等事後的に確
認させていただく場合が

ございます。
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３．今後の論点の確認



論点①では、官公庁でアジャイル開発を調達・実践する際の留意事項に関する議論を実施いただきます。

3-1. 論点①：官公庁におけるアジャイル開発の制約事項

17

官公庁でアジャイル開発を調達・実践していくうえで、予め留意しておくべき民間とは異なる制約事項として、
どういったものが考えられるか。
※本論点は、他の観点で考慮すべきことがあるかという視点で議論していただきたい。

• アジャイル開発採用基準におけるアジャイル開発採用基準ガイドブック（案）のインプット情報としたい。
• 今後の論点設定の参考情報としたい。

論点

論点設定の
背景・理由

仮説

• 民間と比べると随意契約に対する要件が厳しい側面がある。公共調達においては、仕様や評価軸を事前に明示し、手続を公開する義務が
強く「競争入札」を原則行わなければならない。また、一定の規模を超える規模の案件では調達手続（意見招請の有無、公告の期間な
ど）が異なり、より公平性・透明性が求められる。

• 公平性の観点から調達の条件として特定の商標や商号を記載してはいけない。
• 契約条項が国に有利であり、基本的にベンダーに交渉の余地はない。

法令・
制度

• 官公庁では、原則再委託を禁止※しており、再委託を行う場合には、承認を必要とするなどの措置が契約書等において定められており、
外部ベンダに委託し、再委託が発生する場合には、合理的な理由等の審査が必要となる。

• 発注者の立場となる日本の官公庁では、定期的に人事異動が発生し、プロダクトオーナーを継続的に担うことが難しい状況である。
• 政府情報システム利用者とのやりとりは発注者を通すことになり、請負をしたシステム開発者と利用者との対話関係が生まれにくい。

体制

• 予算はあらかじめ国会の議決を経る必要があり、柔軟な予算変更や増額変更契約が難しいと想定される。
• 単年度予算主義のため原則として年度をまたげず、「3月31日」を切れ目にする必要がある。予算単年度主義の例外として、国庫債務負

担行為（財政法第15条）があるが、同様に国会の議決を経る必要がある。
予算

• 非機能要件やセキュリティ要件が明確に定められており、完成の定義や受け入れ基準を定める際はこれらを踏まえて設定する必要がある。品質

※  財務省発行の公共調達の適正化について(https://www.mof.go.jp/policy/budget/topics/public_purchase/koukyou/koukyou_02.htm)を参考に記載



論点②では、アジャイル開発とウォーターフォール開発をハイブリッドで適用する場合のリスクと対策
について議論していただきます。

3-2. 論点②：ハイブリッド開発を実施するうえでのリスクとその対策
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公共案件においてアジャイル開発と従来型開発のハイブリッド型(チーム内・チーム間)の開発を採用した場合に、どの
ようなリスクが想定されるか？
また、リスクの対策案としてはどのようなものがあるか？
※ こちらの論点は仮説は設定しておりません

論点

• アジャイル開発採択チェックリスト（案）を用いて自治体職員がセルフチェックを行う際に、まず最初に開発対象の情報システムがア
ジャイル開発に適する領域かどうかの判定をすることを想定している。その際アジャイル開発とウォーターフォール開発のグレーゾー
ンとなる領域が発生する

• デジタル庁の考えとして少しでもアジャイル開発の導入できる余地があるのであれば、ハイブリッド型としてでも実践していくべきで
あるという考えである(また諸外国の政府調達の事例として、デンマークにおいてはハイブリッド型での導入が一般的である※1と言われ
ている)

• アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）、アジャイル開発採択チェックリスト（案）を作成するうえでのインプットとしたい

論点設定の
背景・理由

※1  行政におけるアジャイル開発の実践に向けた調査研究 ＜プロジェクト実践編＞ (https://www.iais.or.jp/wp-content/uploads/2024/04/c7c9e4d3cf1e52bd7eaba6a55d69bd1c.pdf)を参考に記載

※2  https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/acef2a94-c391-4f5c-a804-d62bc4b987ae/1cffa6f4/20240402_meeting_procurement_reform_follow-up_04.pdf     

チーム内 ハイブリッド開発のイメージ

一つのチームの中で開発工程別にアジャイル開発とウォーターフォール開
発を混ぜて実施するケース(V字モデルの各開発工程のうち、基本設計から
結合テスト迄の部分をアジャイル開発で実施する)

要件定義

基本設計

詳細設計

実装

単体テスト

結合テスト

システムテスト

アジャイル開発

チーム間 ハイブリッド開発のイメージ※2

システム間API連携が必要な機能開発や複数チームが並行開発を進めている大規模
システム開発等、他チームと協働・連携した開発を進める必要がある場合に、自チー
ムはハイブリッド開発だが、他チームはウォーターフォール開発を実施するケース

自チーム
の

システム開発 システム/
機能間連携

他チーム
の

システム開発

チーム内ハイブリッド開発

ウォーターフォール開発



参考：アジャイル開発採択チェックリスト（案）のイメージ（1/3）
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アジャイル開発採択チェックリスト（案）では①アジャイル開発の採用が効果的な領域かのチェックを
したあとに②アジャイル開発採用を推奨できる状態であるかのチェックを行うことを想定しています。

チェックリストのイメージ

チェック結果を表示

・・
・

アジャイル採用可否のチェックフロー(案)

デジタル庁内でレビューを
経て、アジャイル案件調達を

進める

ウォーターフォール開
発の適用を検討する

ウォーターフォール開
発の適用を検討する 

or 
アジャイル開発導入に
向けた改善を行う

No

Yes

Yes

No

①アジャイル開発の採用が
効果的な領域か？

②アジャイル開発採用を
推奨できる状態であるか？

②のチェック項目
(実際にはチェック
項目が下に続く)

①のチェック項目

P12に詳細記載

P13に詳細記載



参考：アジャイル開発採択チェックリスト（案）のイメージ（2/3）
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まず、開発対象の情報システムがアジャイル開発の採用が効果的な領域に該当するかのチェックを行い
ます。この段階でアジャイル開発の採用が効果的でない(ウォーターフォール開発を推奨、調達自体が非
推奨等)場合はチェックを終了します。

開発領域の判定

①仕様の
不確実性

1週間～1か月以内の頻度で仕様変更が想定される高

四半期～1年間の頻度で仕様変更が想定される中

本調達における仕様は確定・確約しており、開発期間内で変更にな
る予定はない低

②技術的
不確実性

過去庁内で実績のない技術で、新規性も高い(商用リリース後1年
以内)ことから、技術検証が必要高

過去庁内で実績のない技術だが、市場で枯れた技術(商用リリース
後1年以上経過している、現在も定期的にパッチ適用等のアップデー
トがされている、技術者のコミュニティがある等)を採用予定

中

過去庁内で実績があり、市場で枯れた技術(商用リリース後1年以
上経過している、現在も定期的にパッチ適用等のアップデートがされ
ている、技術者のコミュニティがある等)を採用予定

低

判定結果のパターン

②技術的不確実性

高

中

低

高

調達非推奨。
まずは不確
実性を下げ
る取り組みを
進める

ー
(現実的にこ
のパターンは
想定しづら
い)

中 低

①
仕
様
の
不
確
実
性

アジャイル採用可否の
チェックフロー(案)

：後続のアジャイル推奨度チェックに進む
：ウォーターフォール開発の採用を推奨
：開発チームの意向やケイパビリティを踏まえて、ア
ジャイル開発の採用余地がある場合は後続のアジャ
イル推奨度チェックに進む

凡例

チーム内ハイブリッド開発
の実践が想定される領域



チェック項目例の一部アジャイル開発推奨度のチェックフロー
アジャイル採用可否の
チェックフロー(案)

参考：アジャイル開発採択チェックリスト（案）のイメージ（3/3）
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次にアジャイル開発推奨度の判定を行います。具体的には各チェック項目の設問に対してセルフチェッ
クを行います。チェック項目は必須と推奨の二種類が存在し、必須をすべて満たしたうえで推奨が過半
数を超えた場合にデジタル庁内のレビュー工程に進みます。

凡例 推奨必須 満たせていないと開発自体が
進まなくなる恐れがある項目

満たせていないと成果が
あがりにくいと想定される項目

アジャイル
開発チームの
体制構築

調達先のベンダはアジャイル開発に必要なスキルを有している
か
プロダクトオーナーは調達先ベンダではなく、デジタル庁職員が
担当するか
開発チームのメンバーを固定化できるか(頻繁に人の入れ替え
が発生しないか)

スクラムチームは10名以下になっているか

スクラムマスターはスクラム経験者であるか

必須

必須

必須

推奨

推奨

アジャイル
開発チームを
支える組織
運営

ステークホルダー(上長、他組織の関係者等)に対し、アジャイ
ル開発導入の目的と期待効果について説明済みか
開発の優先順位についての意思決定権がプロダクトオーナー
に委譲できる見込みはあるか
プロダクトのリリースに向けて担保すべき品質についてステークホ
ルダー(上長、他組織の関係者等)と合意が取れているか
スクラムチーム(特にプロダクトオーナー)に対してチーム外から
支援を受けられる状態にあるか
スプリントレビューにプロダクトの利用者を招待できる見込みは
あるか

必須

必須

必須

推奨

推奨

すべての必須項目を
満たす検討を行う、
難しい場合は従来型
開発の採用を検討する

No

Yes

デジタル庁内でレ
ビュー・アドバイスを受
けた後にアジャイル開
発開始に向けた調達

を進める

過半数の推奨項目を
満たす検討を行う、
難しい場合は従来型
開発の採用を検討する

Yes

No

必須項目を
すべて満たせているか？

推奨項目の過半数を
満たせているか



論点③では、アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）に関するコメントやアイディアを
いただきます。
。

3-3. 論点③：アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）（1/2）
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• 有識者の皆様が過去アジャイル開発を推進されてきたご経験を踏まえて、アジャイル開発の採用推進に関するロード
マップ（案）に記載されている観点の他に考慮すべき観点があるか。

• 今後、アジャイル開発を実施する環境を官公庁で整備していくにあたり、取り組んだ方がよい施策としてどのような
ものがあるか。デジタル庁に対する提言・提案があれば是非いただきたい。

※本論点では、有識者からコメント・アイディアをいただくことを想定しております。

論点

• デジタル庁を起点とし、今後各省庁向けにアジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）を作成にあたってのインプット情報
としたい。

• ロードマップの目的：デジタル庁としてシステム調達/開発時にアジャイル開発を選択肢の１つとして採用可能な環境を整備するために、
どのような取り組みをしていくべきかを大まかに記載した資料

• ロードマップの対象読者：デジタル庁の調達支援・改革担当

論点設定の
背景・理由

仮説 • 次頁に記載の「アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）」を参照
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3-3. 論点③：アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）（2/2）
浸透・定着

（令和10年度）
成熟

（令和11年度～）
準備・実証

（令和８年度）
展開

（令和９年度）
 デジタル庁におけるアジャイル開発に

係る環境整備(開発支援体制の構築等)
 デジタル庁におけるパイロット案件の

実施

 前年度実施したパイロット案件を中心
に、アジャイル開発を用いた継続的な
リリースの実現

 デジタル庁におけるアジャイル開発
に係る環境の改善

 デジタル庁におけるアジャイル開発に
係る環境の改善

 他省庁へ支援できる仕組みや体制の構
築

ー
 他省庁におけるアジャイル開発採用可

能な環境の準備(開発支援体制の構築
等)

 他省庁におけるパイロット案件の実施

 前年度実施したパイロット案件を中
心に、アジャイル開発を用いた継続
的なリリースの実現

 他省庁におけるアジャイル開発に係る
環境の改善

デジタル庁

他省庁

契約

調達

監査

ガバ
ナンス
開発

チーム
開発支援

体制

育成
人材

組織

予算

制度

• 各開発チームを支援するチームの立ち上げ
に向けた準備

採用

• 各開発チームを支援するチーム立ち上げ
• 各開発チームに対する支援プロセスの整

備

• 令和6年度作成した成果物※の展開と改善
• 研修等の育成施策の実行

• パイロット案件を1つ以上選定し、アジャ
イル開発を実践

• デジタル庁におけるアジャイル開発人材像
および必要なスキルセットの明確化

• 採用活動の実行
• デジタル庁内のアジャイル開発人材の情

報(スキル、人数等)の見える化

• パイロット案件を遂行するための予算調
整

• 現行の予算プロセスの改善点と対応方針
の明確化

• 令和6年度の成果物※をもとに、契約書の
ひな型を作成

• 令和6年度の成果物をもとに、調達仕様書
のひな型作成

• 調達プロセスの整備・改善

• アジャイル開発における監査プロセス・監
査対象の整備

• アジャイル開発時におけるリリース判定基
準や要件の整備・改善

※ アジャイル開発の採用基準（案）、アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）、デジタル庁向けのアジャイル開発採用基準 研修資料（案）を指します。

• 育成施策の実行
• 育成施策の改善

• パイロット案件実施で得た学びを庁内で
共有・令和6年度の成果物※へ反映

• 他省庁におけるパイロット案件の選定

• ガードレールつきの開発環境整備など、
ガバナンス適用の自動化を推進

• 予算プロセス改善に向けた施策実行

• 契約書ひな形の改善と他省庁へ展開

• 調達仕様書のひな型の改善と他省庁へ展
開

• 調達内容(開発規模、金額等)の見える化

• デジタル庁内の監査プロセスや監査に関
するナレッジを他省庁へ展開

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX

• XXX
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４．今後のスケジュール



25※1 検討会のアジェンダは議論の方向性等により今後変更される可能性があります。
※2アジャイル開発の採用基準（案）、アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）、デジタル庁向けのアジャイル開発採用基準 研修資料（案）を指します。

4-1. 次回の開催日とアジェンダ

次回は11/7（金）に「官公庁特有の制約事項」というテーマで議論いただきます。

回次 タイトル アジェンダ案※1日時

第1回
昨年度の振り返りと今年度のゴー
ル設定と有識者検討会の位置づけ
の確認

• 令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル開発やオープンソース化等に係る調査等業務について
• 有識者検討会について
• 今後の論点の確認
• 今後のスケジュール

10/31(金)
15:00~16:00

第2回 官公庁特有の制約事項とアジャイ
ル推進のロードマップ

• 官公庁特有の制約(予算、品質保証、意思決定等)の洗い出し
• アジャイルとウォーターフォールのハイブリッド開発実践のリスクとその対策
• 官公庁でアジャイル推進していくためのロードマップ案

11/7(金)
13:00~15:00

第3回 アジャイルに適した契約形態、調
達形式

• 諸外国で主流となっているタイムアンドマテリアル契約を導入するうえでの留意点
• アジャイルに適合した調達形式、調達時におけるポイント
• 「アジャイルに適した契約形態、見積もりの方法」の必須と推奨のチェック項目

11/26(水)
15:00~17:00

第4回 アジャイル開発チームを支える組
織運営

• 柔軟な予算管理プロセスの実現に向けて取り組むべき事項
• 各スクラムチームを支援するアジャイル推進チーム組成の必要性について
• 「アジャイル開発チームを支える組織運営」の必須と推奨のチェック項目

12月第1週～
第2週頃

第5回 アジャイル開発を実行するチーム
の構築

• プロダクトオーナーの選定基準
• プロダクトオーナーの人材育成施策
• 「アジャイル開発を実行するチームの構築」の必須と推奨のチェック項目

12月第3週～
第4週頃

第6回 プロジェクトの評価
• プロジェクト実行中における開発チームの成果に対する評価
• プロジェクト終了時の検収・評価
• アジャイルプロジェクトで得た学びを組織に蓄積するための仕組みづくり

1月第2週～
第3週頃

第7回 プロジェクト管理方法(品質、コ
スト、スケジュール、スコープ)

• 開発開始までに事前準備すべき事項
• アジャイルなプロジェクトにおけるQCDの管理方法(完成の定義を作成するうえでの留意点)
• アジャイルなプロジェクトにおける監査の方針

1月第4週～
第5週頃

第8回 成果物※2初版とロードマップの策
定

• 各成果物※2の最終案提示と承認
• 成果物※2の展開にあたり、実施体制とフォローアップ体制の確認
• デジタル庁内でアジャイルを適用するパイロット案件の選定

2月第1週～
第2週頃

次
回
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参考．昨年度の最終報告の内容確認と振り返り
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参考. 諸外国政府等によるオープンソース化・OSS利活用の取組及びアジャイル開発に関する調査結果（1/2）

昨年度調査は、日本の政府調達システムにおけるアジャイル開発の採用基準（案）を明確にすることを
目的として実施しています。

「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究（デジタル庁）」を基にPwCにて作成

昨年度調査の概要

# 調査観点 # 調査観点

1 官 / 民 8 手法

2 案件背景・アジャイル適用概要 9 ケイパビリティ

3 開発期間・開発工程 10 自己分析/成果（開発工程/期間、ユーザー満足
度 等）

4 アジャイル適用目的・期待効果 11 費用対効果（開発後の改修費用・見積額の従来
比較 等）

5 開発体制・契約形態 12 アジャイルの留意点（コンサル採用の要否、
チームの人材要件、発痛側リスクの対応 等）6 事業特性・アーキテクチャ適正

7 アジャイル適用の判断（対象業務） 13 官への適応上の課題

本調査の観点及び
調査方法

• 仕様書で要求されている項目に加え、採用基準（案）に必要な調査観点を追加している
• 以下の観点について、デスクトップ調査及びヒアリング調査を実施する

本調査の対象国 • 官民ともにアジャイルが推進されている国を調査対象としている
対象国：米国、英国、デンマーク、シンガポール、カナダ

本調査の
目的

国内外の官民のアジャイル開発事例を調査し、日本に適用する場合、どのような政府調達システム開発においてアジャイ
ル開発が成果を発揮するのかを明らかにすること

本調査の
ゴール

政府調達システムの発注担当者が、各担当案件においてアジャイル開発が最も適した開発手法であるか否かを判断できる
ような採用基準を明確にする。
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参考. 諸外国政府等によるオープンソース化・OSS利活用の取組及びアジャイル開発に関する調査結果（2/2）

政府全体のデジタル改革推進に向けてアジャイル開発の採用は有用であり、採用基準（案）の運用開始
に向けて、調達・予算プロセスの整備だけでなく推進チームの立ち上げが必要であると提言されました。

「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究（デジタル庁）」を基にPwCにて作成

調査結果やエキスパートアドバイスを踏まえた日本の政府情報システム調達におけるアジャイル採用に向けた施策の提言

• 国内外事例ともに、ユーザーニーズへの柔軟な対応を第一目的として適用
を行っていること、また、今日までの継続適用によりアジャイルが成熟し
ている組織が多いことが読み取れる。調査対象国では、平成22年前後に
民間から官への広がりの傾向が読み取れる。

• より良いユーザー体験の提供を目的に機能改善を継続すること、その手段
としてアジャイル適用を位置付けること、最初は小さく始めて成功体験を
積み、理解者を徐々に増やすことが肝要。また、外部委託先も含めてOne 
Teamとなり、プロアクティブに開発に関わる姿勢が肝要。

• 平鍋健司氏、市谷聡啓氏、大橋正敬氏といった国内アジャイルエキスパー
トから、アジャイル開発を効果的に適用するために認識を合わせておくと
よい事項を共有いただいた。

• 日本の政府調達システムにおけるアジャイル採用の意義
• サービス開発を続けるためのアプローチ（プロダクト開発の考え方）

が有用
• アジャイルは「安い早い」ではない
• アジャイルは早く学びを得るための仕組み
• 熱意と権限を持つ推進リーダーと組織ポリシーの両輪
• アジャイル開発の予算確保の仕組み
• ベンダー選定におけるコミュニケーション
• エンジニアリング面での担保
• 小さな成功から積み重ねる

調査結果概要と得られた示唆

アジャイルエキスパートのアドバイス

日本の政府情報システムにおける
アジャイル開発採用の重要な要因

課題解決・ユーザー理解
こそが起点1

情熱的で強力な
リーダーによる牽引2

アジャイルに適した
調達プロセス3

アジャイル予算確保の仕組み4

One Team態勢構築・
ベンダー交流5

小さい成果の積み重ねと
理解浸透6

アジャイル推進の必要性
• 政府全体のデジタル改革を推進する手段の一つとし

てアジャイル開発の効果的な適用は有用であり、
また、近年諸外国でも取組が始めっているAI活用
も踏まえると推進は不可避である

• アジャイル採用基準策定と運用に向けた仕組みや
環境の整備とともに、熱意と権限を持つ推進
リーダーの任命やアジャイル推進チームの立ち上げ
を提言する

• アーキテクチャ・開発環境整備や人材育成等の
ケイパビリティ向上の取組を行うことを提言する

調査結果を踏まえたアジャイル採用基準
運用開始に向けたロードマップ（案）

アジャイル採用基準の位置付け
• 「アジャイル開発を効果的に適用できるか否か」の

判断に資するもの
• アジャイル開発を採用したいチームが、アジャイル

開発に必要なステップごとに定義した”採用判断項
目”を参考に、アジャイル採用を総合的に判断する

調査結果を踏まえたアジャイル採用基準（案）の
策定

解決すべ
き課題・
ニーズを
把握する

予算を
確保する

チームを
作る（内

製/調
達）

共通認識
を持つ・
準備する

アジャイ
ル開発を
実践する




	アジャイル開発に関する有識者検討会�（第1回）事務局提出資料
	有識者検討会（第1回）議事次第
	はじめに
	有識者検討会（第1回）の目的
	１．令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル�開発やオープンソース化等に係る調査等業務について
	1-1. デジタル庁が描く情報システム調達の目指すべき姿
	1-2. 本業務の目的・効果
	1-3. 有識者検討会のゴール
	1-4. 「アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）」と「アジャイル開発の採用基準（案）」の目的・内容・イメージ
	1-5. 有識者検討会のアジェンダ案
	２．有識者検討会について
	2-1. 有識者検討会の運営方針
	2-2. 有識者検討会における役割
	2-3. 検討会有識者委員と検討会アドバイザーのご紹介
	2-4. 有識者検討会の運営イメージ
	３．今後の論点の確認
	3-1. 論点①：官公庁におけるアジャイル開発の制約事項
	3-2. 論点②：ハイブリッド開発を実施するうえでのリスクとその対策
	参考：アジャイル開発採択チェックリスト（案）のイメージ（1/3）
	参考：アジャイル開発採択チェックリスト（案）のイメージ（2/3）
	参考：アジャイル開発採択チェックリスト（案）のイメージ（3/3）
	3-3. 論点③：アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）（1/2）
	3-3. 論点③：アジャイル開発の採用推進に関するロードマップ（案）（2/2）
	４．今後のスケジュール
	4-1. 次回の開催日とアジェンダ
	参考．昨年度の最終報告の内容確認と振り返り
	参考.  諸外国政府等によるオープンソース化・OSS利活用の取組及びアジャイル開発に関する調査結果（1/2）
	参考.  諸外国政府等によるオープンソース化・OSS利活用の取組及びアジャイル開発に関する調査結果（2/2）
	スライド番号 29

